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【手続補正書】
【提出日】平成27年8月4日(2015.8.4)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項３】
　前記面積比補正は、前記励起光の照射面積を前記試料の被照射面積で除算した値を、前
記光吸収率に対して乗算することによって行われることを特徴とする請求項２記載の分光
測定装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項８】
　前記面積比補正は、前記励起光の照射面積を前記試料の被照射面積で除算した値を、前
記光吸収率に対して乗算することによって行われることを特徴とする請求項７記載の分光
測定方法。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　また、励起光は、試料を内包するように当該試料に照射されていてもよい。このとき、
面積比補正は、励起光の照射面積を試料の被照射面積で除算した値を、光吸収率に対して
乗算することによって行うことができる。また、解析手段は、下式（１）による面積比補
正の関係式に基づいて、光吸収率を算出することができる。
【数１】
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但し、
　Ａ：光吸収率、ρ＝積分器反射率、Ｓ１：試料の被照射面積、Ｓ２：励起光の照射面積
、Ａｂｓ１２：間接励起時の光吸収率、Ａｂｓ２２：直接励起時の光吸収率。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　また、試料に励起光を入射させる工程では、励起光が試料を内包するように照射されて
もよい。このとき、面積比補正は、励起光の照射面積を試料の被照射面積で除算した値を
、光吸収率に対して乗算することによって行うことができる。また、光吸収率を算出する
工程では、下式（２）による面積比補正の関係式に基づいて、光吸収率を算出することが
できる。

【数２】

但し、
　Ａ：光吸収率、ρ＝積分器反射率、Ｓ１：試料の被照射面積、Ｓ２：励起光の照射面積
、Ａｂｓ１２：間接励起時の光吸収率、Ａｂｓ２２：直接励起時の光吸収率。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４３】
　最後に、試料１の光吸収率Ａを算出する（Ｓ１１）。ここで、本実施形態では、光吸収
率を算出する際、励起光Ｌ１の照射面積Ｓ２及び試料１の被照射面積Ｓ１に関する面積比
補正（以下、単に「面積比補正」という）が行われる。この面積比補正は、光吸収率に対
して「被照射面積Ｓ２/照射面積Ｓ１」を乗算することに基づき実施される。ここでは、
下式（３）による面積比補正の関係式に基づいて、光吸収率Ａを算出している。なお、下
式（３）の具体的説明については後述する。
【数３】

但し、
　Ａ：光吸収率、
　ρ：積分器反射率（積分球１４の内壁材料についての励起波長での反射率）
　Ａｂｓ１２：間接励起時の光吸収率、
　Ａｂｓ２２：直接励起時の光吸収率。
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